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１．太陽光パネル
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三重県における太陽光パネルの設置状況

出典：事業計画認定情報 公表用ウェブサイト（資源エネルギー庁）より三重県にて作成
（https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo）

再生可能エネルギー発電事業については、再生
可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別
措置法第９条第６項に基づき、毎月認定情報が
公表されている（太陽光20kW未満を除く）

令和４年４月30日時点で、三重県における太
陽光発電事業の認定数は17,897件。

認定数が多い市町は、津市、松阪市、鈴鹿市、
伊賀市、四日市市となっており、５市で約
54％を占めている。

 50～100kWの発電出力を有する設備が9,299
件と全体の52％を占めている。

５万kW（７者）、10万kW（１者）、100万
kW（１者）を超える出力を有する設備も数社
認定されており、これらのうち早いものでは
2033年に調達期間が終了する予定。



 2012年から始まった再生可能エネルギーの固定買取価格制度（FIT）により、大量導入された太陽光パネルが、2030

年代に排出量が顕著に増加すると想定されている。

 現在排出されている使用済みの太陽光パネルの多くが、リユース可能なものであること、また銀などの有用金属を含

むことから、リユース、リサイクルといった資源循環の考え方に沿った対応が重要となっている。

 一方でパネルに含まれる有害物質への懸念から、適正な埋立処分方法の明確化が必要となっている。

＜太陽光パネルの処理の課題＞

＜背景＞

＜方向性＞

 環境省では、2016年に策定した「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン」を2018年12

月に改定し、有害物質情報の伝達に関する関係者の役割分担や埋立処分をする場合には、より安全な管理型処

分場にて埋立てを行うように明確化している。

 リユースについては、2021年5月に｢太陽電池モジュールの適切なリユース促進ガイドライン｣を策定している。

 今後は、さらに、適切なリユースの促進、高効率なリサイクル設備の導入の補助、技術開発の実施により、安

定的な資源循環のための体制作りを進めていく。

■リユースの適正化・低コスト化

■有害物質に関する情報提供
⇒ 鉛等の有害物質への対処
⇒ 処理時のメーカー不存在リスク対処

■処理能力の確保

■資源の有効利用
⇒ 含有される銀などの有用金属回収

■最終処分量の減少
⇒ 貴重な社会資源である最終処分場の延命

■撤去・廃棄費用の積立
⇒ 発電事業終了後の放置・不法投棄防止

使用済太陽光パネルの適正な処理について
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出典：再生可能エネルギー事業の地域共生に向けた取組（環境省）
（第1回 再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 資料４）
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/001_04_00.pdf）



出所）平成25年度使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイクル促進調査委託業務報告書（環境省）

※太陽光発電設備の導入実績を設置形態別（住宅用・非住宅用）に集計し、将来の排出見込量を、
❶寿命到来による排出（20、25、30 年）と、❷修理を含む交換に伴う排出（毎年の国内出荷量の0.3%）
とみなし、過去の導入実績データと導入量の将来予測データを併せて、推計を行っている。

太陽光パネルの排出見込量

使用済太陽光パネルの排出見込量
使用済太陽光パネルの排出見込量（環境省）

1-6．太陽電池モジュールの排出見込量
我が国では、年間約4,400 tの太陽電池モジュールが使用済となって排出されており、そのうち約3,400 t

がリユースされ、約1,000 tがリサイクルまたは処分されていると推計されている。
 2030年代後半には年間50～80万tの太陽電池モジュールが排出される見通しであり、設計・施工の不具合

や災害、故障、リプレイス等によって、一定割合は製品寿命よりも前倒しで排出されることも想定される。

「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第二班）」（2018）から抜粋
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出典：再生可能エネルギー事業の地域共生に向けた取組（環境省）
（第1回 再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 資料４）
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/001_04_00.pdf）



出所）令和３年度使用済太陽電池モジュールのリサイクル等の推進に係る調査業務報告書（環境省）

※２０２１年度に実施した中間処理・最終処分を行っている事業者36社のヒアリング結果

使用済太陽光パネルの排出要因/処分方法まとめ(2018年)使用済太陽光パネルの排出要因/処分方法

0.6%

10.8%

79.6%

2.6%

6.4%

(1.9千枚・38トン）

(33.6千枚・671トン）

(248.3千枚・5,040トン）

リユース量
211.4千枚

（4,221トン）

リサイクル量
100.5千枚

（2,086トン）

(8.1千枚・163トン）

(20.0千枚・396トン）

①新古品
※販売履歴のない在庫品等

②故障・廃棄品
-1 不良品

②故障・廃棄品
-2 災害等によるもの

②故障・廃棄品
-3 目的を終了したもの

②故障・廃棄品
-4 その他・不明

回収量：
311.9千枚

（6,308トン）

67.8%

32.2%
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出典：再生可能エネルギー事業の地域共生に向けた取組（環境省）
（第1回 再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 資料４）
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/001_04_00.pdf）



太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第二版のポイント）

①有害物質対応
• 太陽光発電設備の解体工事の発注者（発電事業者等）又は排出事業者（解体工事元請

業者）から処分業者への有害物質等の含有情報の伝達の役割を明確化
• 併せて、太陽光パネルメーカーによる有害物質含有に関する情報提供の必要性や方法

を明示

②埋立処分方法の明確化
• 廃棄物処理法に基づき、太陽光発電設備を埋立処分する場合は、概ね15㎝未満に破砕

等を行った上で、管理型処分場における処分が必要であるとの解釈を明確化

③被災した太陽光発電設備を取扱う際の注意点の提示
• 被災した太陽光発電設備の処分について新たな章を設け、感電防止のための措置など

技術的な安全上の留意点を整理
• 併せて、災害廃棄物として処理を行う市町村と元々の所有者との関係など、被災した

太陽光発電設備の処分に当たって特有の課題を整理

 総務省勧告（2017年９月）や先般の災害等を踏まえ、太陽光発電設備の解体・撤去、収
集・運搬、処分に関する関係者の役割・留意事項をまとめた「太陽光発電設備のリサイクル
等の推進に向けたガイドライン（第一版）」（2016年４月）の内容の見直しを行った。
（2018年12月27日）

見直しのポイント

太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第二版のポイント）
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出典：再生可能エネルギー事業の地域共生に向けた取組（環境省）
（第1回 再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 資料４）
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/001_04_00.pdf）



使用済太陽光パネルの排出見込量（NEDO）
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出典：NEDO新エネルギー部「太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び
排出量予測」（事後評価）（2014年度～2018年度 ５年間）研究開発の概要（公開）

（https://www.nedo.go.jp/content/100902095.pdf）

 排出量のピークは、FIT買取期間終了後に即排出される割合によって大きく変動する。その判断は土地の所
有形態によって影響を受けるとの仮説のもと、４つの排出シナリオを作成し予測を行った。

 ４つのシナリオそれぞれに従い、排出量を推計した結果は下図のとおり。
排出量のピークは、FIT制度開始当初に導入された太陽光発電システムがFIT買取期間終了を迎える2034
～6年頃である。その量はFIT買取期間終了後即排出割合が大きく左右され、（B)、（C)シナリオでは
2036年に約17～28万トンが排出される。

その後、本モデルにおいてFIT買取期間が全て終了する2042年頃までにピークは落ち着くと考えられる。

※ 平成29年度新エネルギー等の導入促進のための基礎調査
(太陽光発電に係る保守点検の普及動向等に関する調査)(2018
年2月)に基づく
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2036年（排出ピーク）における都道府県別排出量

 (B)、(C)シナリオで排出量がピークを迎える2036年における都道府県ごとの排出量を下図のとおり。
いずれのシナリオでも都道府県によって排出量は大きく異なり、10倍以上の差がみられる。

 三重県は、全国で８番目に多く排出されると予想されている。

年間排出量(t) 年間排出量(t)

全国 275,648

1 茨城県 17,167 6 兵庫県 13,059

2 北海道 15,425 7 愛知県 10,558

3 栃木県 13,850 8 三重県 9,770

4 千葉県 13,563 9 静岡県 9,373

5 福岡県 13,482 10 鹿児島県 9,107

B)FIT後賃貸土地分排出シナリオ

C)FIT後定期借地分排出シナリオ 年間排出量(t) 年間排出量(t)

全国 173,562

1 茨城県 10,775 6 兵庫県 8,282

2 北海道 9,108 7 愛知県 6,794

3 栃木県 8,536 8 三重県 6,180

4 千葉県 8,496 9 静岡県 5,967

5 福岡県 8,392 10 鹿児島県 5,817

出典：NEDO新エネルギー部「太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び
排出量予測」（事後評価）（2014年度～2018年度 ５年間）研究開発の概要（公開）

（https://www.nedo.go.jp/content/100902095.pdf）



調達期間満了を迎えた住宅用太陽光パネルについて、廃棄方法等に関する懸念や廃棄に必要な情報の不足。
 中長期では、大量に発生する太陽光パネルが適切に処理されるかに関する懸念。

再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理の在り方に関する検討会 提言概要（案）

 2022年４月、関係省庁（経産省・農水省・国交省・環境省）が共同で検討会を立ち上げ（総務省オブザーバー参加）
再エネ導入に取り組む自治体や学識有識者、業界団体や廃棄物処理業者等へのヒアリング等も実施し、第７回（7月28日）に
おいてとりまとめ、パブコメを予定。

検討会概要

太陽光発電を中心とした再エネ導入拡大に伴い、安全面、防災面、景観・環境等への影響、将来の廃棄等に対する地域の懸念が
顕在化。

地域の懸念を解消し、地域と共生した再エネ導入に向け、再エネ事業における課題や課題の解消に向けた取組のあり方について、
①土地開発前、②土地開発後～運転開始後・運転中、③廃止・廃棄の各段階 及び ④横断的事項に整理。

基本的な考え方

③廃止・廃棄段階の主な対応

課題

速やかに対応 法改正含め制度的対応を検討

 本年７月から廃棄等費用の外部積立てを開始。リユース・リサ
イクル等のガイドラインや廃掃法等の関連する法律・制度等に
基づき適切に対応。事業者による放置等があった場合には、
廃棄等積立金を活用可能。

 廃棄ルールや廃棄 物処理業 者等の 必要な情報を 現場に周知。
 パネルの含有物質等の情報発信や成分分析等の実施のあり
方検討。

事業廃止から使用済太陽光パネルの撤去・処理までの関係法
令・制度間の連携強化を検討。

 2030年代半ば以降の使用済太陽光パネルの大量廃棄を見
据え、リサイクルを促進・円滑化するための支援策や制度的
対応も含む検討。
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出典：再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理の在り方に関する検討会 提言概要（案）
（第７回 再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 参考資料１）
（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/007_s01_00.pdf）



使用済太陽光パネルのリサイクル設備補助（関連予算）
環境省における設備導入に係る補助事業

11
出典：令和4年度環境省重点施策集

（https://www.env.go.jp/guide/budget/r04/4.html）



補助年度 企業名 所在地

H30年度

平林金属株式会社 岡山県岡山市

近畿電電輸送株式会社 京都府八幡市

株式会社ミツバ資源 青森県十和田市

R１年度 株式会社青南商事 宮城県仙台市

R２年度 株式会社ウム・ヴェルト・ジャパン 埼玉県大里郡寄居町

R3年度

株式会社国際資源リサイクルセンター 栃木県芳賀郡芳賀町

株式会社新菱 福岡県北九州市

株式会社丸山喜之助商店 鹿児島県日置市

●：平成30年度補助対象設備
●：令和元年度補助対象設備
●：令和２年度補助対象設備
：令和３年度補助対象設備

＜補助実績：計8件＞

 環境省における「脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業」の中で「省ＣＯ２型の再エネ関連
製品等リサイクル高度化設備への補助」を設定し、これまで前身の補助事業も含め、年１～３件のペースで支援して
いる（平成30年度から計8件を採択）。

 現在の予算では2021～2023年度で民間事業者等を対象に募集予定。令和４年度予算案では50億円の内数と
して計上されている。

使用済太陽光パネルのリサイクル設備補助（補助実績）
環境省における設備導入に係る補助事業

12
出典：省 CO2 型リサイクル等高度化設備導入促進事業（公益財団法人廃棄物・３R財団）より県にて作成

（https://www.jwrf.or.jp/individual/prj_000199.html?20220401092020）
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２．リチウムイオン電池
（車載用リチウムイオン電池）
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月）の中の重要分野における「
実行計画」において、「蓄電池は、ニッケル、コバルト等のレアメタルや、大量のエネルギーを使用する
ことから、リユースやリサイクルを促進することが重要である。」と記載されている。

 上記を踏まえて、国において、既存の補助金やグリーンイノベーション基金も活用しつつ、蓄電池リサイ
クルの技術開発を支援する。また、中古電池の排出・流通実態の調査等を行い、蓄電池のリユース・リサ
イクルの促進に向けた検討を行う。

（５）自動車・蓄電池産業
③蓄電池

＜今後の取組＞
（略）
エ）蓄電池のリユース・リサイクルの促進
蓄電池は、ニッケル、コバルト等のレアメタルや、大量のエネルギーを使用することから、リユースやリサイクルを促進することが重要
である。このため、使用後利用できる場合には再度車載用パーツとして活用、又は定置用蓄電池として利用し、利用できなくなっ
た場合には鉱物資源を効率回収するために、研究開発や技術実証に取り組む。また、後述する標準化等の取組を進めるととも
に、蓄電池のリユース・リサイクルの促進に向けた制度的枠組みを含めて検討する。
オ）ルール整備・標準化
蓄電池ライフサイクルでの CO2排出見える化や、材料の倫理的調達の担保、リユース・リサイクルの促進等について、2021 年
度を目途に制度的枠組みを含め、その在り方を検討するとともに、CO2排出の見える化等の実施方法についても、早急に具体
化を進める。
また、車載用蓄電池をリユースし、コストの低い定置用蓄電池としての再利用を促進するため、蓄電池パックの残存性能等の
評価方法やリユース蓄電池を含む定置用蓄電システムの性能・安全性に関する国際標準化を行うとともに、リユース促進等に
関する国際ルール・標準化を進める。我が国が強みとする耐久性や安全性等の性能を見える化するため、家庭用蓄電池の劣
化後の安全性等の性能指標や性能ラベルの開発と JIS 化を進める。

＜2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 ４．重要分野における「実行計画」 抜粋＞

出典：産業構造審議会産業技術分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ中央
環境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 第５６回合同会議 資料４別紙

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-56/mat04-2.pdf）



15

車載用リチウムイオン電池のリユース・リサイクル状況

 令和２年度における使用済み自動車として引取される電気自動車は、468台であり、まだ少ない状況。
 自動車の平均使用年数（16.0年）を考慮すると、使用済み車載用リチウムイオン電池の排出は2030年頃

から増加する見込み。
 （一社）日本自動車工業会による推計では、2030年には125万台程度の次世代自動車が使用済自動車とし

て排出される見込み。

出典：産業構造審議会産業技術分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ中央環
境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会第47回合同会議 資料6-2

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033/mat06_2.pdf）
自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-055/mat003.pdf）

https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033/mat06_2.pdf
https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-055/mat003.pdf
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車載用リチウムイオン電池のリユース・リサイクル状況

出典：産業構造審議会産業技術分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ中央環
境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会第５６回合同会議 資料４別紙

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-56/mat04-2.pdf）

 蓄電池のリユース・リサイクルの資源循環の観点からは、まだ使用可能な使用済車載用蓄電池は可能な限
り 国内でリユースされること、またリサイクルされる場合は十分に有用金属を回収されることが望まし
く、実態との乖 離を把握するため、自動車リサイクル工程における蓄電池の排出フロー及び処理状況に
関する調査を実施する 。

 加えて、次世代自動車に使用される大容量蓄電池はカーボンニュートラルの検討においても重要な要素と
なる ことから、本調査結果は、カーボンニュートラルの調査・検討にも活用していく。

排出フローの調査

解体業者８社へヒアリングし、使用済車載用蓄電池の流通に関す
る調査を実施。本年度も同業者へヒアリングし、推移を確認している。

処理状況に関する調査

（一社）自動車再資源化協力機構に対し、以下

の調査を行う。

• 自再協ルートに入った場合のリサイクル率等

 リサイクル率

 回収している鉱種

 リサイクル後の販路

• 自再協ルートの処理業者ごとのリサイクル率

 委託先処理業者、リサイクル技術ごとの特徴

• 国内のリサイクル能力

 現状の処理能力

 将来の処理能力

• 現状のリサイクルルートの課題

 今後の課題の整理
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自動車工業会における使用済駆動用電池回収スキーム

【電池回収スキームとその実績】

 駆動用電池は、高電圧であり発火の危険性がある等、取扱いに注意を有することから、資源価値の変動に

左右されず安定的に回収・リサイクルが行われるよう、 廃棄物処理法に基づく広域認定制度を活用し、

（一社）日本自動車工業会により回収スキームを構築している。2021年度の回収量見込は約4.5千個程度。

 （一社）日本自動車工業会では、電池の取り外しマニュアルやリサイクル施設における解体マニュアルな

どを作成し、情報提供を実施している。

出典：産業構造審議会産業技術分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ中央環
境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会第５６回合同会議 資料６

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-56/mat06.pdf）
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車載用リチウムイオン電池のリサイクル施設

施設名 所在地

① 野村興産 北海道

② JX金属苫小牧ケミカル 北海道

③ エコシステム秋田 秋田県

④ 関東スチール 茨城県

⑤ 豊田ケミカルエンジニアリング 愛知県

⑥ 敦賀セメント 福井県

⑦ 日本リサイクルセンター 大阪府

⑧ エコシステム山陽 岡山県

⑨ 山陽レック 広島県

⑩ 共英製鋼 山口県

⑪ オオノ開發 愛媛県

⑫ 拓南商事 沖縄県

＜電池リサイクル施設＞

出典：産業構造審議会産業技術分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルＷＧ中央環
境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会第５６回合同会議 資料６

（https://www.env.go.jp/council/03recycle/y033-56/mat06.pdf）


